
 
  

 

富士市長 宛 

 

事業者名                  指定番号           

 

普通徴収へ切り替える給与受給者の人数と切替理由ごとの内訳は下のとおりです。 

略号 切替理由（下の６項目の理由に該当しない場合は切替不可） 人数 

ａ 
総受給者数（当市以外の従業員を含めて、ｂ～ｆの該当者を除いた合計） 

が２名以下 

 

人 

ｂ 他の事業所で特別徴収又は普通徴収として扱う乙欄該当者 
 

人 

ｃ 
給与から税額が引ききれない・住民税が非課税の者 

（例：給与支払金額 965,000 円以下） 

 

人 

ｄ 
給与の支払期間が不定期 

（例：給与の支払が毎月ではない・金額に増減がある等） 

 

人 

ｅ 普通徴収として扱う事業専従者（支払者が個人事業主のみ該当） 
 

人 

ｆ 退職者又は退職予定者（５月末日まで） 
 

人 

普通徴収への切替対象者［ａ～ｆ］の合計人数 

※総括表の普通徴収欄(Ｂ欄)の人数と一致します。 

 

人 

 

 

 

 

 

 

個人住民税の普通徴収への切替理由書 

～重要～ 

普通徴収とする場合は、給与支払報告書の摘要欄にも必ず略号［ａ～ｆ］

を記入してください。 

なお、記入がない場合、特別徴収での取扱いとなる可能性がありますの

で、御了承ください。 

裏面にも案内がございます。 



 
 

 5人目以降の控除対象扶養

親族の個人番号

5人目以降の16歳未満の

扶養親族の個人番号

生命保険料の

金額の内訳

新生命保険料

の金額

旧生命保険料

の金額

円円 円 円

円

配偶者の

合計所得

国民年金保険

料の金額

円

円

円

（源泉・特別）

控除対象

配偶者
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（フリガナ）

区

分

区

分
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（フリガナ）

個人番号
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分氏名
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（フリガナ）

氏名

（フリガナ）

氏名

氏名

個人番号

（フリガナ）

区

分

個人番号

（フリガナ）

氏名

（フリガナ） 区

分氏名

控

除

対
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扶

養

親

族
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2
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個人番号

個人番号

区

分

個人番号

氏名

（フリガナ）

個人番号

個人番号

1

6

歳

未

満

の

扶

養

親

族

1

2

3

4

円

円 円

旧長期損害

保険料の金額

基礎控除の額
所得金額

調整控除額

円 円

区

分

区

分

受給者生年月日

元号 年 月 日

中途就・退職

就職 退職 年 月 日

乙

欄

災

害

者

死

亡

退

職

外

国

人

未

成

年

者

勤

労

学

生

ひ

と

り

親

寡

婦

本人が障害者

特

別

そ

の

他

（摘要）

住宅借入金等

特別控除額の額

の内訳

住宅借入金等

特別控除摘用

居住開始年月

日

住宅借入金等特別

控除区分（1回目）

住宅借入金等

年末残高（1回目）

住宅借入金等

年末残高（2回目）

住宅借入金等特別

控除区分（2回目）

居住開始年月

日

住宅借入金等

特別控除可能

年

年 月 日

日月

介護医療保

険料の金額

新個人年金

保険料の金額

旧個人年金

保険料の金額

＜留意点＞ 

① この切替理由書は、普通徴収への切替対象者（特別徴収できない人）の給与支

払報告書の上に付けて提出してください（特別徴収対象者のみ提出する場合、

切替理由書は不要です）。 

② 総括表の普通徴収欄（Ｂ欄）の人数と切替理由書の合計人数が一致すること、

及び給与支払報告書の摘要欄に略号の記入があることを必ず御確認ください。 

③ ａ～ｆの６項目の理由に該当しない場合、普通徴収は認められません。 

④ 表面と同一の項目が記入されていれば、任意の様式での提出も可能です。 

給与支払報告書 

（特別徴収分） 

総括表 

切替理由書（本書） 

給与支払報告書 

（普通徴収分） 

＜提出時の綴り方＞ ＜給与支払報告書（個人別明細書） 抜粋＞ 

 

 

ｆ 

就退職欄に退職年月日が記入されている場合は略号の記入は不要です。 

また、退職予定者は退職予定日を摘要欄に記入してください。 

該当する略号を必ず記入してください。 

令和 7 年 3 月 31 日退職予定 


